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１．はじめに

近年，キャリア教育の必要性が叫ばれ，ほと

んどの大学が何かしらのキャリア教育やキャリ

ア形成支援を行っている。例えば，平成 18 年

度現代的教育ニーズ取組支援プログラムのテー

マ５「実践的総合キャリア教育の推進」に名古

屋大学など，全国より大学 27 件，短期大学３件，

高等専門学校３件が選定されている（梅澤

2007，p. 9）。

しかしながら，まだまだ大学におけるキャリ

ア教育やキャリア形成支援は主に就職指導に重

点が置かれ，いかに就職するかに特化したテク

ニカル的な要素が強く，学生個々にキャリアデ

ザインの重要性を自覚させ，社会のなかでどの

ような役割を担っていくかについての気づきを

促進する部分が不足していると考えられる。

こうした問題意識のもと，学生個々の将来の

キャリアに対する意識向上，気づきの促進，社

会人基礎力の向上を目的に 2004 年に設立され

た長崎総合科学大学の「キャリア・ネット・カ

フェ」部（顧問：田中俊治・アドバイザー：大

﨑孝徳）の取り組みについて検討し，大学にお

けるキャリア支援について考察を深めていく。

２．新規学卒労働市場の変容

そもそも若年者のキャリア形成支援の必要性

を考えるとき，日本における新規学卒一括定期

採用という特徴的な慣行と労働需要側である企

業を取り巻く環境の変化や若年労働市場の変容

について確認しておく必要がある。ここでは，

新規学卒労働市場の変容について，新規学卒一

括定期採用慣行と企業環境の変化にも着目し，

考察する。

菊野・八代（2003）は，「日本では，学校を卒

業して仕事に就く者の大多数が，在学中にすで

に就職先を決めており，卒業直後の４月１日か

ら一斉に働き始めることが通例である」（p.

150）としたうえで，「日本人にとってごく当た

り前にみえるこの新規学卒一括定期採用は，世

界的には特異な慣行である」（同上）と述べてい
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る。さらにこの新規学卒一括定期採用慣行は，

「単なる１つの採用方式にとどまらず，日本の

企業や学校教育，さらには個人のあり方に対し

て広範な影響を及ぼした」（同上，p. 153）と指

摘している。平成 18 年版国民生活白書におい

ても，「我が国に特徴的な正社員の採用方法と

して，新卒一括採用，つまり高校や大学の新卒

者を年度初めに一括して採用するという慣行が

挙げられる」としている（内閣府 2006，p. 35）。

この新規学卒一括定期採用の慣行が日本社会

に広まったのは，ホワイトカラー層では明治後

期に財閥系の大企業でまず大卒者を対象として

導入され，大正期に中企業まで広く普及し，ブ

ルーカラー層にまでその採用慣行が適用され始

めるのは戦後の経済成長期であり，1960 年代半

ばから 70 年代初頭にかけての時期には，企業

の生産活動の拡大に伴って「人手不足」が大き

く問題化し，製造現場の労働力需要が新規学卒

者に向けられた（菊野・八代 2003，p. 150）。さ

らに，1970 年代後半から 1980 年代にかけて，

経済成長の鈍化によって新規学卒労働力需要は

60 年代ほどではなくなったが，定期採用慣行は

社会に根付き，成熟を遂げた（同上，pp.

151-153）。

このような状況のもと，以前は大量の若年者

の学校から職業へのスムーズな移行が定着して

いた。しかしながら，1990 年代に入ると特にバ

ブル経済崩壊以降から 2000 年代前半にかけて，

若年労働市場は一変し，若年層の雇用情勢は急

速に悪化した。原因として，新規学卒労働市場

の縮小が考えられる。求人倍率に着目すると，

新規高卒者に対する求人倍率は 1992 年３月卒

業者に対する 3.08倍をピークに急激に低下し，

2003 年に 0.50倍にまで落ち込んだ（原 2005，

p. 6）。一方，大卒求人倍率も 1991 年３月卒業

者に対する 2.86 倍をピークに低下し続けた。

（同上）。白川（2005）は，その背景のひとつと

して雇用情勢全体の悪化があるとし，全体の失

業率そのものが景気の低迷によって，1990 年代

はじめの２％程度から 01 年には５％へと急上

昇したと述べたうえで，さらに若年層の雇用情

勢は，さらに厳しいものとなっていると指摘し，

若年失業率は 03 年には 10％を超える高水準を

記録したとしている（p. 152）。

また，こうした最近の若年採用の減退要因に

関して，労働需要側に着目した先行研究の論点

は，⑴経済環境の悪化，⑵中高年層との置換効

果，⑶若年者の労働力としての魅力の低下，⑷

市場の不確実性の増大に伴う雇用管理のあり方

の変化，の４点にまとめられる（原 2005，p. 4）。

さらに原（2005）によれば，⑴はバブル崩壊後

の長引く景気低迷のなか，企業業績が悪化した

点，⑵は中高年の雇用維持が若年者の就業機会

を奪い，業績悪化のせいで，企業が既存労働力

に対して過剰感を抱くようになった点，⑶は若

年者の学力の低下が基礎的な能力の低下を引き

起こし，基礎能力の低下が若年者への訓練投資

からの収益回収リスクを高め，企業から見た若

年労働者の魅力が減退した点，⑷は組織の数量

的柔軟性を確保し，人件費の固定化を避けるた

め非正規労働者を積極的に活用するようになっ

た点を挙げている（pp. 4-5）。玄田・曲沼（2004）

も「業績の悪化と人件費の増大に追い込まれな

がら，多くの企業にとって，社員との軋轢がもっ

とも少ない人員調整の手段として選んだのが，

若者の採用凍結だった」（p. 9）と指摘している。

このことは，これまでのように新規一括採用

において，安定的な新規学卒者の受け皿となっ

ていた企業の採用枠自体が減少し，大学生の就

職は買い手市場となり，就職活動は学生にとっ

て厳しさを増したことを表しているといえる。

新規学卒者の就職率も近年は平成３年の

81.3％をピークに減少し，平成 15 年には

55.1％にまで落ち込んだ（文部科学省ホーム

ページ 2006）（図１）。

また，1996年の就職協定の廃止も伴い，大学
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生の就職活動は早期化・長期化し，いわゆるリ

クナビ（リクルートが運営する就職情報ホーム

ページ「リクルートナビ」の略）などに代表さ

れるインターネットの活用も進むなかで，学生

の就職活動のスタイルも変化し，大学側も早期

から就職に向けたガイダンスやキャリア教育を

強化してきた。なかでも自己分析という言葉が

盛んに飛び交うようになり，「やりたいこと」を

明確化し，自分の興味や関心を見つめ直す機会

や適性検査なども学生の間に広く普及していっ

た。そうした自己分析の必要性について完全に

否定はしないが，それが「やりたいこと」や興

味分野の固定化を招き，「やりたくないこと」や

「やりたくない仕事」には全く関心を示さず，

あるいは拒絶するという学生側の強いアレル

ギーを引き出した弊害も一部にあることは事実

であろう。小杉（2005）も「やりたいこと重視」

の志向に親は理解・共感を示すことが多く，子

どもは現実的修正に出会わないまま，「やりた

いこと」を唯一のよりどころとして意識し，時

に「やりたいこと」と現実の労働市場との格差

から目を背けて，選択の先延ばしをし，あるい

は「やりたいこと」がないことを悩んだりして

いると指摘している（p. 205）。以前は，採用の

際，特に大量採用を実施する企業においては，

内定辞退者数や入社後の離職数をある程度計算

しながらの量の確保を重視してきた企業も，近

年は完全に質重視の採用方針に切り替え，採用

者数に満たなくても，採用基準に満たない学生

は採用しない傾向が強まってきている。

３．企業が求める人材と社会人基礎力

それでは，企業はどのような人材を求めてい

るのであろうか。経済産業省では，2006 年２

月，社会が求める「学んだ知識を実践に活用す

るために必要な力」を『社会人基礎力』と名付

け，「社会人基礎力に関する研究会」において内

容を定義している（経済産業政策局産業人材政

策室ホームページ（2006）「社会人基礎力につい

て」）。それによると『社会人基礎力』は①「前

に踏み出す力（アクション）：一歩前に踏み出し，

失敗しても粘り強く取り組む力」②「考え抜く

力（シンキング）：疑問を持ち，考え抜く力」③

「チームで働く力（チームワーク）：多様な人々

とともに，目標に向けて協力する力」の３つの
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図１．新規学卒者の就職率の推移

（注）各年３月卒業者のうち，就職者（就職進学者を含む）の占める割合。

（出所）文部科学省ホームページ（2006）「平成 17 年度学校基本調査」をもとに筆者作成。



能力から構成される。その後，全国約 2,000 社

を対象とした企業調査の結果から，「求める人

材像」と「社会人基礎力」との関係を調査し，

回答したほぼすべての企業が，新卒社員の採用

プロセスや入社後の人材育成において「社会人

基礎力」を重視しているとの結果が出ている。

こうした能力は一見当たり前に備わっている

ように思われがちだが，実際の就職活動のプロ

セスにおいて，なかなか能力を発揮できない学

生も存在する。就職活動では，自分自身の将来

を考え抜き（キャリアデザイン），具現化するた

めに前に踏み出す力が必要となる。今や主流と

なったインターネットでの企業へのエントリー

や説明会への参加には，前に踏み出す力が必要

となるし，近年増加傾向のグループディスカッ

ションやグループワーク形式による選考試験に

おいては考え抜く力やチームで働く力があるか

が問われている。学生は大学生活のあらゆる場

面において，こうした３つの能力をどのように

磨きあげてきたかが問われることとなる。この

ことは，裏を返せば大学側が４年間の教育にお

いて，学生一人ひとりに社会人基礎力を磨く機

会をいかに提供できるかに関わっているともい

える。

近年，景気の好況感や団塊世代の大量退職な

どによって回復傾向にあった大学生を含む若年

層の雇用情勢は，昨年末からの 100 年に１度と

言われる現在の経済不況のもと，さらなる悪化

が予測され，企業側も量から質重視の厳選採用

が続くものと考えられる。そうしたなか，大学

生のキャリア形成支援の過程において社会人基

礎力を身に付ける機会の提供は今後さらに不可

欠かつ重要になるであろう。また，少子化が進

む日本においては，兄弟姉妹がいない「ひとりっ

子」学生も多く，「個中心主義」「個重視」のラ

イフスタイルの変化等によってクラブ活動が衰

退化するなど，学生の縦と横の世代との繋がり

が希薄化し，身近なキャリアモデルやアドバイ

スしてくれる仲間の存在が手薄となり，就職や

キャリア形成に向けてのヒントを得る機会が少

なくなっているといえよう。そこで，大学生の

キャリア形成支援においては，大学としての「マ

ス」の支援とともに，「個」へのアプローチも重

要であると考えられるが，「小集団」いわゆる「グ

ループ」に対するアプローチは，個々の学生の

キャリア形成を支援するネットワークの場とし

て，重要かつ有効な取り組みだと考えている。

４．キャリア形成支援の取り組み

「キャリア・ネット・カフェ」部は，カフェス

タイルで将来のキャリアや就職活動における

ネットワークを広げることを目的に，長崎県内

社会人の協力を得て，2004 年７月に設立され

た。当初同好会として発足し，2006年度より大

学の文化部に昇格している。主な活動は，年に

数回，長崎市内のカフェで社会人や他大学生と

仕事や就職活動についての情報交換会の開催に

加え，企業見学会，面接練習会を実施するなど，

将来について考えるきっかけ作りのため，等身

大の活動を自らの手で企画・実施している（表

１）。特にカフェでの情報交換会では，卒業生

や県内で働く社会人及び他大学生や他学部生等

との交流を深め，就職や将来についてのヒント

となるリアルな職業情報の収集と個々のキャリ

ア形成を目的に活動を展開している。

イベントには，学生も社会人もカジュアルな

服装で参加し，お茶やお菓子を嗜みながら，和

やかな雰囲気のもと，グループに分かれて通常

の企業説明会等ではなかなか聞くことのできな

い職業や就職活動に関する本音の情報交換が行

われ，学生達からは好評を得ている。参加いた

だく社会人サポーターも若手が多く，学生個々

の近い将来のキャリアモデル像を発掘できる場

ともなっている。さらに，情報交換会ではグ

ループによる情報交換のほか，企業の人事・教
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育担当者によるアドバイス，４年生の就職活動

体験談，低学年生による「自己 PR コンテスト」

などが実施される場合もあり，個々の就職に対

する意識向上の場として活用されている。その

他，企業見学会の開催，面接・筆記試験の練習，

学園祭での模擬店出店及びステージ発表などを

企画・実施している。企業見学会では，企業の

現場を直接，自分の「目」と「耳」と「足」で

確かめることの重要性を知り，職業選択，企業

選択の力を養成し，問題発見，解決に向けて考

える機会となっている。学園祭での模擬店出店

では，メニューの決定，売り上げ目標の設定，

仕入原価の計算，前売り券の発売，当日の接客，

利益計算までを自分たちで行うことにより，ビ

ジネスの基本を学ぶ場としている。

このような様々なイベントが学生のキャリア

形成に役立っているのはもちろんのこと，イベ

ントを学生がグループとして企画・実行してい

く段階での様々な経験が，企業が求める社会人

基礎力の個々の向上につながっていることは注
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表１．「キャリア・ネット・カフェ」部の活動事例

主な取り組み 内容・目的等

長崎市内のカフェでの社会人・他大学生等

との情報交換会

その他，先輩による就職相談会

【年に２回∼3回】

・職業や就職活動に関するリアルな情報交換

・キャリアモデル像の発掘

・就職意識の向上

・プレゼンテーション能力の向上

企業見学会

【年１回程度】

・企業の現場を直接，確かめる

・職業選択，企業選択の力を養成

・社会の現実を知り，問題発見，解決に向けて考える

面接・筆記試験の練習

【随時】

・プレゼンテーション能力，コミュニケーション能力の向上

・基礎学力の向上

学園祭での模擬店出店およびステージ発表

【年１回】

・ビジネスの基本を学ぶ

・チームで働く力を養成

・プレゼンテーション能力の育成

部室でのミーティング

【随時】

・チームで働く力，考え抜く力，前に踏み出す力の育成

・コミュニケーション能力の向上

・就職活動，キャリア形成に向けての相乗効果

個別のキャリアカウンセリング

【随時】

・個々の悩み，問題の共有，受容，緩和

・問題解決に向けてのキャリアカウンセリングとアドバイス

カフェでの社会人，他大学生との情報交換会の様子



目に値する。

５．活動結果の検証

このようなグループに対するキャリア形成支

援活動が学生個々のキャリア形成にいかなる影

響をもたらしたのかという点について，就職内

定率の比較と部員へのアンケート調査を踏ま

え，考察する。表２は「キャリア・ネット・カ

フェ」部発足以来の過去５年間の卒業者の就職

内定率と全国平均及び長崎県内大学平均の就職

内定率を比較したものである。表２からも明ら

かなように，過去５年間のうち，2006年度卒業

生を除けば，内定率は全国平均及び長崎県内大

学平均を大きく上回っており，そのうち，４年

間は就職内定率 100％を誇っている。卒業者数

が大幅に違うため，単純な比較には限界がある

ものと思われるが，それでもこの数字には，グ

ループに対するキャリア形成支援が結果的に学

生個々のキャリア形成に結びついたものと考え

られる。

特に，仲間同士での情報交換や意識向上の相

乗効果，就職活動中に卒業した先輩からアドバ

イスを受けるなどの個人では解決しえない問題

を互いに補完しあう人的ネットワークの効果が

大きかったと考えられる。

次に，部に在籍する学生に対する「社会人基

礎力」と「就職意識」に関するアンケート調査

の結果を検証する。調査項目は社会人基礎力で

定義されている３つの能力を構成する 12 の要

素とした（表３）。その結果，主体性については

90％以上の学生が向上したと考えており，また

傾聴力，情況把握力，実行力についても，向上

したと考えている割合が 80％を超えている（図

２）。

さらに，70％以上の学生が，就職意識が向上
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し，キャリアに関するネットワークも広がった

と回答している。1 年生から大学院生まで在籍

しているため，入部期間の長さによっても多少，

支援効果にはばらつきがあるものの，この結果

は少なからず，支援活動が学生個々のキャリア

形成に役立っていると考えられる。
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表２．キャリアネットカフェ部，全国，長崎県内大学平均の就職内定率の比較

年度
キャリアネットカフェ部

就職内定率（％）

全国平均の

就職内定率（％）

長崎県内大学平均の

就職内定率（％）

2004 100 93.5 89.9

2005 100 95.3 91.2

2006 90.9 96.3 91.6

2007 100 96.9 94.8

2008 100 80.5（12/1現在) 71.1（1/30現在)

（注１）全国平均は厚生労働省，文部科学省公表，長崎県内大学平均は長崎労働局発

表の数字を参考。

（注２）卒業者のうち，就職希望者に対する就職者の割合。

表３．社会人基礎力の３つの能力と12の要素

３つの能力と12の要素 内 容

☆前に踏み出す力【アクション】

主体性 物事に進んで取り組む力

働きかけ力 他人に働きかけ巻き込む力

実行力 目的を設定し確実に行動する力

☆考え抜く力【シンキング】

課題発見力 現状を分析し目的や課題を明らかにする力

計画力 課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力

創造力 新しい価値を生み出す力

☆チームで働く力【チームワーク】

発信力 自分の意見をわかりやすく伝える力

傾聴力 相手の意見を丁寧に聴く力

柔軟性 意見の違いや立場の違いを理解する力

情況把握力 自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力

規律性 社会のルールや人との約束を守る力

ストレスコントロール力 ストレスの発生源に対応する力

出所：経済産業政策局産業人材政策室ホームページ（2006）「社会人基礎力」（３つの能

力/12の要素）をもとに筆者作成。



６．おわりに

大学におけるキャリア形成支援の有効性と課

題について，以下の通り，考えている。

（有効性）

・個々のキャリア形成の促進

様々な活動を通じて，自己の将来のキャリ

アに対する意識の向上と気づきを促進し，実

際の就職に向けての早期からの準備と自己の

キャリアを探求するという行動がみられた。

このことが就職内定率の高さとして表れたも

のと考えられる。

・キャリア形成支援に関する人的交流（ネット

ワーク）の促進

将来のキャリアに対する探求や就職活動に

対して，社会人，卒業生，先輩，後輩，他大

学生を絡めた，人的交流（ネットワーク）が

促進された。また，ひとりでは解決できない

問題や将来に対するヒントを，ネットワーク

を通じて解決する姿勢が見られた。

・社会人基礎力の向上

特に主体性，傾聴力，情況把握力，実行力

の４要素について，学生自身が向上したと考

えている割合が 80％を超えている。これは

学生自らが活動を企画，準備，実施する段階

で企業が求める社会人基礎力が養成されたも

のと考えられる。

・就職意識の向上

就職意識について，向上したとする学生が

多く見受けられる。これは先輩や仲間，社会

人と接するなかで，醸成されたものと考えら

れる。

（課題）

・早期離職防止と定着

若年者の早期離職問題がささやかれ，大卒

で入社後３年以内に離職する割合が３割を超

えるなか，「キャリア・ネット・カフェ」部の

卒業生の追跡調査を実施する必要がある。
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・時間的制限，役割の明確化，責任感の醸成

主として講義の時間外を活用した活動であ

るため，全員が参加できる機会が少ない。ま

た，部長をはじめ，役割分担をしているが徹

底化できていない面もあり，今後，各個人の

責任感の醸成が課題である。
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